
２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

3１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 心地よい生活環境が保たれたまち

主 管 部 局 市民生活部　地域振興課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 活気のあるまちづくり
基 本 施 策 まちのにぎわいの創出

取り組み事項　 就労環境の充実を図る

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

単位：人、円　

就労環境の充実

基 本 方 針
　地域の活性化のため、若者が生まれ育ったまちで就職し、地域経済の担い手となるよう、大学などの新卒者及びＵＩＪター
ンの既卒者が地元就職するための就労支援を行います。

施 策 の 方 針
　大学などの新卒者、ＵＩＪターンの既卒者などの若者と市内企業をマッチングし地元就職者が増加するよう、大学生イン
ターンシップの受入、合同企業説明会の開催などの取り組みを進めます。
　また、技術向上などの各種研修への参加を促し、市内企業の人材の育成を支援します。

0.252
会計年度任用職員数 0.048 0.052 0.048 0.048
正規職員数 0.252 0.252 0.252

1,998,069
事業費計 25,023,520 25,281,000 24,281,000 23,281,000
人件費計 1,777,803 2,003,928 1,998,069

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

25,279,069

単位：人、円　

フルコスト 26,801,323 27,284,928 26,279,069

特
定
財
源

国庫支出金

市債

0 0
県支出金 0 0

0 0
その他 9,396,820 9,675,000 8,575,000 7,575,000

（１）成果指標

指標名 支援策を受けて就職した人数
単位 人

17,704,069
一般財源２ 15,626,700 15,606,000 15,706,000 15,706,000
一般財源１ 17,404,503 17,609,928 17,704,069

指標数値のめざす方向 維持
年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6

4
単年度実績値 1 0 0 0
単年度目標値 4 4 4

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 支援策を受けて就職した人数
前年度との比較

単年度達成率 - - 25% - -

所見
新型コロナウイルスの影響により、企業説明会やインターンシップの実施ができておらず、目標には到達
していない。

実績値 計画値

実績値 計画値



構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見

労働者福祉事
業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

B新型コロナウイルス感染症の影響により、メーデー等の活動が
制限されたが、労働者の福祉活動の向上のため、本協議会の
活動への助成を維持していく。

コロナ禍において活動が制限されているが、ウィズコロナ・ポス
トコロナにおいても労働者の福祉活動向上のため、継続して実
施する。

就労促進事業

Ａ：拡大 Ａ：拡大

A
就労機会の確保や雇用の安定を図るためには必要な施策で
ある。令和４年度より新たに、奨学金返還制度を設ける事業所
に対しての助成を行うことで、より充実した就労環境の構築を
図る。

地域活性化を図る上では若年者の地元就職支援への取り組
みは必要であり、新規施策を展開しながら実施する。



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

勤労者住宅資金融資事業

シルバー人材センター育成事業

支援策を受けて就職した人数 25% 16%

相生労働者福祉協議会の活動への参加者13.06%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

19.03% 低 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
新型コロナウイルスの影響による各種施策の実施に制限があった。

第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実績、
指標の達成状況の分析、
今後の課題・方向性

　就労支援については継続した取り組みを行うことで地元就職者の増加を目指す。

今年度の成果等

　就労が難しい若者に対し就労相談を年６回実施し、６件の相談を受け、アドバイスを行うこと
で就労活動を支援した。
　また、相生商工会議所等と協調し、大学新卒者のＵＩＪターンを促進するために実施したイン
ターンシップにおいては、市内１事業所において７人の学生の受け入れがあった。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい
令和２年度は新型コロナウイルスの影響によりインターンシップ等各種施策を実施出来なかっ
たが、令和３年度はコロナ禍においても実施方法を工夫し、方針通り実施出来た。

構成事務事業に課題はな
いか

ない
就労環境の充実を図るために様々な事業が実施できている。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

3１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 心地よい生活環境が保たれたまち

主 管 部 局 市民生活部　地域振興課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 活気のあるまちづくり
基 本 施 策 まちのにぎわいの創出

取り組み事項　 商工業の活性化を図る

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

単位：人、円　

商工業の活性化

基 本 方 針
　中心市街地商店街について、周辺の各施設・事業者と連携しながら商店街団体の自立を促すとともに、各種の取り組み
を支援し、魅力ある商業地の集積に努めます。
　また、商店街の空き店舗への出店及び新たな創業を志す者を支援し、地域の商業及び産業の振興に努めます。

施 策 の 方 針
　創業、継業を志す若者などを対象に、創業支援ネットワークの相談サポート、創業塾などの開催により持続可能な経営を
支援し、新たな事業の創出、業態の育成及び市内商工業の世代交代を進めます。
　また、まちのにぎわいの中心となる商店街の活性化のため、空き店舗などの活用及び商業者自身による経営革新の取り
組みを支援します。

0.556
会計年度任用職員数 0.136 0.141 0.056 0.056
正規職員数 1.324 1.319 0.556

4,335,347
事業費計 86,908,607 10,082,000 10,082,000 10,082,000
人件費計 9,176,907 10,296,699 4,335,347

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

14,417,347

単位：人、円　

フルコスト 96,085,514 20,378,699 14,417,347

特
定
財
源

国庫支出金 52,171,537

市債

0 0
県支出金 0 0

0 0
その他 0 0

（１）成果指標

指標名 新規創業者数
単位 件

14,417,347
一般財源２ 34,737,070 10,082,000 10,082,000 10,082,000
一般財源１ 43,913,977 20,378,699 14,417,347

指標数値のめざす方向 維持
年度 R元 R2 R3 R4 R5 R6

2
単年度実績値 5
単年度目標値 2 2 2

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 新規創業者数
前年度との比較

単年度達成率 - - 250% - -

所見
創業相談や創業塾などの支援により新規創業者の増加に繋がっている。

実績値 計画値

実績値 計画値



構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見

地場産業振興
センター事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A市が単独で実施するよりも効率的・効果的に特産品や地場産
品のPRが出来ているため、継続とする。

市内特産品等を効率的にＰＲしていくために、継続して実施す
る。

商工業対策事
業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A市が単独で実施するよりも効率的、効果的に特産品等のPRが
出来ている。しかし、市内特産品の取扱件数が少ないため、製
造・販売者へより周知していく必要がある。

市内特産品等を効率的にＰＲしていくため、継続して実施する。

商店街空店舗
等活用事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A例年一定数の利用がある中で、より一層の利用を促進していく
ため、今後も創業支援と連携して継続していく必要がある。

創業支援事業と連携し、新規創業希望者の創業意欲を高める
ためにも継続して実施する。

地域振興事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A
新型コロナウイルスによる影響が収束を見せない状況におい
ては、今後も事業者等の状況把握につとめ、国・県の動向にも
注視し、様々な観点から必要とされる支援策を実施していく必
要がある。

新型コロナウイルス感染症が収束の兆しがない状況において
は、市民や事業者に対して必要な支援を行う必要があることか
ら、継続して実施する。

商工会議所振
興事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A相生商工会議所と連携して商工業の振興を図るため、今後も
継続して助成していく。

市の商工業の活性化を図る上では相生商工会議所との連携
が必要であり、継続して実施する。

商店街活性化
事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A新規創業希望者への創業支援や商店街の活性化のため、空
き店舗バンクの更新については継続して実施していく。

商店街空き店舗の情報を更新・活用することで、商店街の活性
化を図るためにも継続して実施する。

匠の技（造船技
術）継承事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

B研修の内容や活動実績について、企業以外にも広報紙等で市
民に広くPRを行い、伝統技能継承に携わる本協議会の活動内
容の充実化を図る必要がある。

伝統技能継承にかかる本事業のＰＲをさらに行ったうえで、継
続して実施する。

創業支援事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A
創業相談の実施や空き店舗助成の活用により新規創業につな
げることができている。また、創業相談者が創業塾を受講する
ことでより安心で確実な創業への取り組みを行うことが実現で
きている。

商店街空き店舗助成との連携により効果的な取り組みが行え
ており、継続して実施する。

中小企業小額
資金融資事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

B
コロナ禍においては国や県の有利な融資制度があることから
本制度のニーズは低いが、長引く景気の低迷により苦しい立
場にある市内中小企業者への支援制度として継続して実施す
る必要がある。

コロナ禍においては利用ニーズは低い状況であるが、本融資
はコロナの影響によらず利用可能であることから、継続して実
施する。



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

計量推進事業

新規創業者数 250% 250%

宿泊キャンペーンによる消費効果103.33% 103.33%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

146.01% 高 Ａ：順調
達成状況の原因分析、説明等
創業支援やコロナ対策に関するきめ細かな支援が実施出来ている。

空き店舗助成制度利用店舗の営業継続率84.71% 84.71%

第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ａ：順調に進捗している

施策の方針に対する実績、
指標の達成状況の分析、
今後の課題・方向性

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業者や市民については、今後も継続的な支援を
講じる必要があり、また、地域の活性化のためにも継続して創業支援や商店街活性化への取
り組みを行っていく。

今年度の成果等

　地域振興事業では、自粛要請を受ける市民の観光促進と宿泊事業者を支援するため、相生
市民ふるさと観光応援事業を実施し、令和３年６月２１日～令和３年１２月３１日の期間におい
て、市民が市内宿泊施設で宿泊した際に、利用料を助成したところ、延べ６，８０１人の利用が
あり、合計８２３万６，０１０円を助成した。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい
コロナ禍において事業者への支援策を迅速に且つ適正に行えている。また、創業相談などの
各支援策の実施により新規創業に繋がっており、地域の活性化に繋がっている。

構成事務事業に課題はな
いか

ない
商工業の活性化を図るために様々な事業が実施できている。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 25% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 1 0 0

令和6年度
単年度計画値 4 4 4 4

単位 人
指標数値のめざす方向 増加

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】支援策を受けて就職した人数

1,892,843
事業費計－特定財源 711,520 869,000 969,000 969,000

フルコスト－特定財源 1,531,538 1,798,702 1,892,843

0 0 0
その他 0 100,000 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

1,892,843

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,531,538 1,898,702 1,892,843

923,843

事業費計 711,520 969,000 969,000 969,000

人件費計 820,018 929,702 923,843

0.12
会計年度任用職員数 0.004 0.008 0.004 0.004
正規職員数 0.12 0.12 0.12

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市インターンシップ事業実施要綱

実施の概要
　若者の就労へのサポート、インターンシップ事業、市内企業の求人情報等データベースの作成などを行
う。
　また、雇用開発協会や職業訓練学校への補助を行う。

対象 市内企業への求職者（学生含む）、職業訓練希望者等

目的
　若年者の就業機会の充実や労働者の能力を向上することで、市内企業の雇用の安定・労働力の確保を
図る。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 就労環境の充実を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203010001 事務事業名 就労促進事業



所見
地域活性化を図る上では若年者の地元就職支援への取り組みは必要であり、新規施策を展開し
ながら実施する。

所見
就労機会の確保や雇用の安定を図るためには必要な施策である。令和４年度より新たに、奨学
金返還制度を設ける事業所に対しての助成を行うことで、より充実した就労環境の構築を図る。

休止・廃止となったときの
影響

就職希望者の雇用機会が確保出来ず、地域経済の衰退が懸念される。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ａ：拡大

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ａ：拡大

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

市や商工会議所のホームページ、広報誌等において情報提供を行っ
ている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である

若年者の就労相談についてはひめじ若者サポートステーションによる
出張相談を活用し、市内求人企業データベースの作成や企業説明会
などの実施を相生商工会議所に委託することで、業務の効率化、適正
化を図っている。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

インターンシップの実施期間の短縮や企業情報動画の配信などコロナ
禍に対応した取り組みを行った。

なし

妥当性
B：比較的妥当で

ある
就労希望者の雇用の安定や市内企業に対して労働力の確保を図るた
めには市が実施することは妥当である。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある

新型コロナウイルス感染症の影響により対面での企業説明会は開催
できなかったが、企業情報誌において９社の企業が、会社概要を説明
するＰＲ動画のＱＲコードを掲載するなど、コロナ禍における企業情報
の提供に努めた。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 1,531,538

令和6年度
単年度計画値 382,884.5 474,675.5 473,210.75 473,210.75

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 就職者数１人辺りフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 13.06% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 209 0 0

令和6年度
単年度計画値 1,600 1,600 1,600 1,600

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】相生労働者福祉協議会の活動への参加者

848,850
事業費計－特定財源 384,000 384,000 384,000 384,000

フルコスト－特定財源 796,825 848,850 848,850

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

848,850

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 796,825 848,850 848,850

464,850

事業費計 384,000 384,000 384,000 384,000

人件費計 412,825 464,850 464,850

0.06
会計年度任用職員数 0.004 0.004 0.004 0.004
正規職員数 0.06 0.06 0.06

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
　相生労働者福祉協議会が福祉活動向上のため実施するクリーン作戦、学習会、福祉講演会、メーデー
等への補助を行う。

対象 労働者

目的 　相生労働者福祉協議会の行事活動に対して補助することで、労働者の福祉活動の向上を図る。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 就労環境の充実を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203010002 事務事業名 労働者福祉事業



所見
コロナ禍において活動が制限されているが、ウィズコロナ・ポストコロナにおいても労働者の福祉
活動向上のため、継続して実施する。

所見
新型コロナウイルス感染症の影響により、メーデー等の活動が制限されたが、労働者の福祉活動
の向上のため、本協議会の活動への助成を維持していく。

休止・廃止となったときの
影響

休止とした場合、協議会の活動規模が縮小され、労働者の労働意欲低下の恐れがある。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

労働者に対しては協議会加盟各単組において組合員への積極的な活
動内容の周知が出来ている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である

財政健全化により平成３０年度から令和２年度にかけて補助金額を毎
年１０万円、合計３０万円削減した経緯があり、当面は現状の補助額を
維持する。

なし

改革・改善プラン
達成度

C：改革改善効
果が低い

補助事業のため、直接的な改革改善効果は得られにくい。 なし

妥当性
B：比較的妥当で

ある
労働者福祉活動向上のために市が関与することは、必要であり妥当
である。

なし

有効性
C：有効性が低

い
令和３年度においても新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
メーデーをはじめ活動が一部制限され、参加者は減少した。

あり

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 3,812.5598

令和6年度
単年度計画値 498.0156 530.5313 530.5313 530.5313

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 参加者１人辺りのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 100% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 1 0 0

令和6年度
単年度計画値 1 1 1 1

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】「五つ星ひょうご」選定市内商品

708,882
事業費計－特定財源 26,000 37,000 37,000 37,000

フルコスト－特定財源 624,234 659,400 708,882

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

708,882

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 624,234 659,400 708,882

671,882

事業費計 26,000 37,000 37,000 37,000

人件費計 598,234 622,400 671,882

0.084
会計年度任用職員数 0.02 0.028 0.02 0.02
正規職員数 0.084 0.076 0.084

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要 　兵庫県物産協会に対し、県下市町が負担金を支出することで運営に共同参画する。

対象 市民、県下の商工業者

目的
　兵庫県物産協会を主体として地域産業を振興することにより、活力ある豊かな地域経済を形成し、市民
の生活向上を実現する。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020002 事務事業名 商工業対策事業



所見 市内特産品等を効率的にＰＲしていくため、継続して実施する。

所見
市が単独で実施するよりも効率的、効果的に特産品等のPRが出来ている。しかし、市内特産品
の取扱件数が少ないため、製造・販売者へより周知していく必要がある。

休止・廃止となったときの
影響

協働実施によるスケールメリットを活かせないため、非効率である。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

兵庫県の地域ブランド「五つ星ひょうご」による特産品ＰＲやホーム
ページ、Instagramなどにより広く情報提供出来ている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
市町・各種団体・企業等が連携することで幅広く効率的な活動が実現
できている。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

各市町の財政規模に応じた負担において地域産業を振興するための
活動が出来ている。

なし

妥当性
B：比較的妥当で

ある
県内の特産品製造・販売者の商品を県下はもとより広く全国にＰＲす
る場として機能している。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある

兵庫県物産協会の構成員は市町、商工会等各種団体及び特産品製
造・販売者から構成されており、協働で活動するスケールメリットを活
かし、広く全国に兵庫県の物産をＰＲするとともに、販売促進及び販路
拡大事業に取り組み、商工業の発展に寄与している。

なし

0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 26 0 0

令和6年度
単年度計画値 26 26 26 26

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 選定品１件あたり負担金額
単位 千円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 66.66% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 2 0 0

令和6年度
単年度計画値 3 3 3 3

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】「姫路・西はりまのおもたせ」掲載市内商品

497,196
事業費計－特定財源 283,000 283,000 283,000 283,000

フルコスト－特定財源 473,023 472,455 497,196

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

497,196

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 473,023 472,455 497,196

214,196

事業費計 283,000 283,000 283,000 283,000

人件費計 190,023 189,455 214,196

0.028
会計年度任用職員数 0.0 0.004 0.0 0.0
正規職員数 0.028 0.024 0.028

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
　西播磨の地場産業者等に対する支援機関である（公財）姫路・西はりま地場産業センターの運営に対し、
姫路市を中心に関係市町が負担金を支出することにより支援を行う。

対象 姫路・西播磨の地場産業関連企業

目的
　西播磨の地場産業の健全な育成及び発展に貢献し、活力ある地域経済社会の形成、地域住民の生活
向上及び福祉の増大に寄与する。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020003 事務事業名 地場産業振興センター事業



所見 市内特産品等を効率的にＰＲしていくために、継続して実施する。

所見
市が単独で実施するよりも効率的・効果的に特産品や地場産品のPRが出来ているため、継続と
する。

休止・廃止となったときの
影響

協働実施によるスケールメリットを活かせないため、非効率である。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

姫路・西はりま地場産業振興センターにおいて、ホームページや
YouTube等で地域の地場産業や地場産品のPRを行っている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
姫路市を中心に各市町で構成される本センターが事業主体となり、地
場産業振興を行うことで、効果的・効率的な運営が実現できている。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

各市町の財政規模に応じた負担において地場産業を振興するための
活動ができている。

なし

妥当性
B：比較的妥当で

ある

西播磨の地場産業の健全な育成及び発展に貢献する（公財）姫路・西
はりま地場産業センターの運営に対し、市が支援を行うことは妥当で
ある。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある

新型コロナウイルス感染症の影響によりイベント開催数は減少してる
が、中・西播磨の特産品をPRしており、それぞれの地域に誘客や売上
向上に繋がっている。

なし

0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 141.5 0 0

令和6年度
単年度計画値 94.3 94.3 94.3 94.3

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 掲載商品１件辺り負担金額
単位 千円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 103.33% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 3.1 0 0

令和6年度
単年度計画値 3 0 0 0

単位 倍
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 宿泊キャンペーンによる消費効果

0
事業費計－特定財源 26,213,647 0 0 0

フルコスト－特定財源 31,538,379 6,035,575 0

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 52,171,537 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

0

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 83,709,916 6,035,575 0

0

事業費計 78,385,184 0 0 0

人件費計 5,324,732 6,035,575 0

0.0
会計年度任用職員数 0.08 0.073 0.0 0.0
正規職員数 0.768 0.775 0.0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
　新型コロナウイルスの影響により売り上げが減少した事業者や自粛要請により行動が制限される市民に
対し、各種支援策を施すことで影響を緩和する。

対象 新型コロナウイルスにより影響を受ける市内事業者及び市民

目的 　市民への消費喚起及び事業者支援により新型コロナウイルスによる影響を緩和する。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020004 事務事業名 地域振興事業



所見
新型コロナウイルス感染症が収束の兆しがない状況においては、市民や事業者に対して必要な
支援を行う必要があることから、継続して実施する。

所見
新型コロナウイルスによる影響が収束を見せない状況においては、今後も事業者等の状況把握
につとめ、国・県の動向にも注視し、様々な観点から必要とされる支援策を実施していく必要があ
る。

休止・廃止となったときの
影響

新型コロナウイルス感染症による市民や事業者へ及ぼす影響を緩和できない。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性 A：透明性が高い
広報折込や市のホームページ以外にも、商工団体の会報や観光協会
のSNS等により、市民や事業者に対して迅速で確実に情報が提供でき
るように努めた。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である

事業者支援については商工団体と協力し、また、観光支援策について
は観光協会と協力して行うことで、事業周知やPRを含めて早急な事業
実施に繋げる事ができた。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

各種支援策について、必要なタイミングで適切に行うことで新型コロナ
ウイルスによる影響を緩和することができた。

なし

妥当性 A：妥当性が高い
新型コロナウイルスの影響を受ける市内事業者や市民に対して、国・
県の支援が行き届かない部分において、市が支援を講じることは妥当
である。

なし

有効性 A：有効性が高い

市民の消費喚起及び事業者支援の観点からプレミアム付商品券を発
行し、また、遠方への行動自粛要請がかかる中で市内宿泊施設の利
用に助成を行うことで、市民と事業者の両方に対して適切な支援を行
うことができた。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 27,003,198.7097

令和6年度
単年度計画値 27,903,305.3333

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１
単位



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 100% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 1 0 0

令和6年度
単年度計画値 1 1 1 1

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【量】新規制度利用店舗数

2,342,845
事業費計－特定財源 1,081,000 1,572,000 1,572,000 1,572,000

フルコスト－特定財源 1,765,287 2,342,845 2,342,845

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

2,342,845

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,765,287 2,342,845 2,342,845

770,845

事業費計 1,081,000 1,572,000 1,572,000 1,572,000

人件費計 684,287 770,845 770,845

0.1
会計年度任用職員数 0.004 0.004 0.004 0.004
正規職員数 0.1 0.1 0.1

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市商店街空き店舗等活用事業補助金交付要綱

実施の概要
　市内商店街の振興と創業支援を図るため、市内商店街で空き店舗を借り上げ出店する者に対し、家賃
の一部を助成する。

対象 商業者

目的
　新規開業より３年間家賃補助を行うことで、開業時の負担軽減を図り新規創業を促すとともに、商店街へ
の新規出店を促し、商店街の活性化を図る。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 平成13年度 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020005 事務事業名 商店街空店舗等活用事業



所見 創業支援事業と連携し、新規創業希望者の創業意欲を高めるためにも継続して実施する。

所見
例年一定数の利用がある中で、より一層の利用を促進していくため、今後も創業支援と連携して
継続していく必要がある。

休止・廃止となったときの
影響

商店街の空店舗利用が減少し商店街の衰退に繋がるとともに、新規創業者の開業意欲の低下も
懸念される。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

相生商工会議所において毎年空店舗の状況を更新し、ホームページ
等で公開することで事業者に対して情報提供を行っている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である

例年一定数の利用があるが、空店舗の解消には中々繋がっていない
状況であり、補助対象範囲の拡充や補助限度額、補助期間等の見直
しを検討する必要がある。

あり

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

空店舗対策について抜本的な対策がない中、空店舗の増加を抑制す
る方法としては適切である。

なし

妥当性
B：比較的妥当で

ある
商店街はまちの魅力や活気に直結するものであり、商店街の活性化
のために新規出店者に対して市が助成することは妥当である。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある
新規創業希望者にとって、開業時の家賃については大きな負担となる
中、本制度によって負担を軽減し開業意欲の向上に繋がっている。

なし

0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 684,287 0 0

令和6年度
単年度計画値 684,287 770,845 770,845 770,845

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 新規利用１店舗辺りコスト
単位 円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 120% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 6 0 0

令和6年度
単年度計画値 5 5 5 5

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】空き店舗解消件数

1,085,561
事業費計－特定財源 150,000 150,000 150,000 150,000

フルコスト－特定財源 981,284 1,085,561 1,085,561

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

1,085,561

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 981,284 1,085,561 1,085,561

935,561

事業費計 150,000 150,000 150,000 150,000

人件費計 831,284 935,561 935,561

0.12
会計年度任用職員数 0.012 0.012 0.012 0.012
正規職員数 0.12 0.12 0.12

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要 　商店主への調査結果に基づいて商店街の各種セミナーの実施や空き店舗バンクの更新を行う。

対象 商店主

目的
　商店主への将来的な商店街のあり方について調査した結果を基に、市、商工会議所、商店連合会とが
連携しながら空き店舗の情報更新や各種セミナーの実施により、商店街の活性化を図る。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 平成29年度 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020006 事務事業名 商店街活性化事業



所見
商店街空き店舗の情報を更新・活用することで、商店街の活性化を図るためにも継続して実施す
る。

所見
新規創業希望者への創業支援や商店街の活性化のため、空き店舗バンクの更新については継
続して実施していく。

休止・廃止となったときの
影響

空き店舗の正確な情報が提供されず、空き店舗の利用件数が減少し、商店街がさらに衰退して
いく。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

空き店舗情報については商工会議所のホームページにも掲載するな
ど、情報提供に努めている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
相生市商店連合会と関わりが深い相生商工会議所に事業を委託する
ことでニーズ等を把握した効果的な取り組みが実施できている。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

新規創業希望者に対して創業相談や創業塾等の機会において効果的
に空き店舗情報を周知している。

なし

妥当性
B：比較的妥当で

ある
商店街の活性化はまちの魅力や活気に直結するものであり、市が相
生商工会議所や商店連合会と連携して実施することは妥当である。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある
商店街の空き店舗情報を把握し更新することで、新規創業者等への
適時情報を提供することができ、空き店舗の解消に繋がっている。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 163,547.3333

令和6年度
単年度計画値 196,256.8 217,112.2 217,112.2 217,112.2

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 解消１件辺りフルコスト
単位



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 98.3% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 639 0 0

令和6年度
単年度計画値 650 650 650 650

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】会員数

6,468,793
事業費計－特定財源 6,071,000 6,071,000 6,071,000 6,071,000

フルコスト－特定財源 6,423,900 6,468,793 6,468,793

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

6,468,793

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 6,423,900 6,468,793 6,468,793

397,793

事業費計 6,071,000 6,071,000 6,071,000 6,071,000

人件費計 352,900 397,793 397,793

0.052
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.052 0.052 0.052

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
相生商工会議所の実施する中小企業相談所事業、商業活性化対策事業、景気動向調査などの事業費や
運営費に対して補助を行う。

対象 相生商工会議所

目的
市内商工業者に対し円滑な経営活動の支援を行う商工会議所の活動に対して補助を行うことで、市内経
済の安定・発展に寄与する。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020007 事務事業名 商工会議所振興事業



所見 市の商工業の活性化を図る上では相生商工会議所との連携が必要であり、継続して実施する。

所見 相生商工会議所と連携して商工業の振興を図るため、今後も継続して助成していく。

休止・廃止となったときの
影響

商工会議所の活動に制限がかかり、市内事業者の経営支援が行き届かなくなり、経営状況に影
響を及ぼす。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

会員向けの会報等を通じて支援制度の周知や相談会の告知等の情
報を提供している。

なし

(2) 総合評価

効率性 A：効率性が高い
市内商工業の状況及び支援方法に精通する相生商工会議所を通じて
施策を実施することが最も適している。

なし

改革・改善プラン
達成度

B：比較的改革
改善効果がある

コロナ禍において厳しい経営状況にある事業者を支援するため、様々
な事業に取り組んでいる。

なし

妥当性 A：妥当性が高い
市の商工業振興のため、商工業者の経営支援を行う相生商工会議所
に補助することは行政の重要な施策である。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある

新型コロナウイルスの影響を受ける市内事業者に対して、様々な支援
策の申請サポートや経営相談業務など、多岐にわたり事業者の経営
状況回復に向けた取り組みを行っている。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 10,053.0516

令和6年度
単年度計画値 9,882.9231 9,951.9892 9,951.9892 9,951.9892

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 会員１件辺りフルコスト
単位 円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 250% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 5 0 0

令和6年度
単年度計画値 2 2 2 2

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】新規創業者数

1,275,987
事業費計－特定財源 500,000 511,000 511,000 511,000

フルコスト－特定財源 1,178,655 1,275,987 1,275,987

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

1,275,987

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,178,655 1,275,987 1,275,987

764,987

事業費計 500,000 511,000 511,000 511,000

人件費計 678,655 764,987 764,987

0.1
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.1 0.1 0.1

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

法律・政令・省令

産業競争力強化法

実施の概要
　相生市、相生商工会議所、日本政策金融公庫姫路支店、NPO法人ひと・まち・あーとの４者と市内金融
機関で「相生市創業支援ネットワーク」を構築し、各機関の連携と情報の共有により効果的に創業者を支
援する。

対象 創業希望者

目的
　新しい事業のアイデアや意欲を持つ者に対して、関係機関が連携し、適時の専門的相談や情報の提供、
セミナーの開催等、総合的な創業支援を行い、創業促進を図る。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 平成28年度 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020008 事務事業名 創業支援事業



所見 商店街空き店舗助成との連携により効果的な取り組みが行えており、継続して実施する。

所見
創業相談の実施や空き店舗助成の活用により新規創業につなげることができている。また、創業
相談者が創業塾を受講することでより安心で確実な創業への取り組みを行うことが実現できてい
る。

休止・廃止となったときの
影響

創業に関する細かな支援が行き届かなくなり、創業希望者の意欲の低下を招く。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

広報折込や商工会議所のホームページ等で相談業務の周知や創業
塾の案内などの情報提供は行えている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
市内の商工業の状況及び支援方法に精通する関係団体と連携するこ
とで、必要な箇所に必要なタイミングで適切な支援が実現できている。

なし

改革・改善プラン
達成度

C：改革改善効
果が低い

商工会議所、市内金融機関との連携は密に行えているが、他のネット
ワーク機関との連携はそれほどとれていないため、もう少し関わりを持
つ必要がある。

あり

妥当性
B：比較的妥当で

ある
雇用形態が多様化している状況において、独立・創業を目指す市民に
対して適切に支援を行う必要がある。

なし

有効性 A：有効性が高い
創業相談により新規創業に繋げることができており、空き店舗助成制
度活用者も１件あり、事業観での連携がスムーズにとれている。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 235,731

令和6年度
単年度計画値 589,327.5 637,993.5 637,993.5 637,993.5

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 新規創業者１件辺りフルコスト
単位 円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 59.5% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 119 0 0

令和6年度
単年度計画値 200 200 200 200

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】研修受講者数

328,256
事業費計－特定財源 200,000 200,000 200,000 200,000

フルコスト－特定財源 314,216 328,256 328,256

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

328,256

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 314,216 328,256 328,256

128,256

事業費計 200,000 200,000 200,000 200,000

人件費計 114,216 128,256 128,256

0.016
会計年度任用職員数 0.004 0.004 0.004 0.004
正規職員数 0.016 0.016 0.016

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要 　相生技能研修センターが実施する造船技術継承を目的とした専門技能研修に対して補助を行う。

対象 造船関連企業従業員

目的
　相生市の基幹産業である造船業を支えてきた先代の貴重な経験や高い技術が、退職等により失われる
ことがないよう、次世代に継承する。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020009 事務事業名 匠の技（造船技術）継承事業



所見 伝統技能継承にかかる本事業のＰＲをさらに行ったうえで、継続して実施する。

所見
研修の内容や活動実績について、企業以外にも広報紙等で市民に広くPRを行い、伝統技能継承
に携わる本協議会の活動内容の充実化を図る必要がある。

休止・廃止となったときの
影響

技能継承が出来なくなり、造船技術が失われていくことで産業の衰退に繋がる。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

透明性
C：透明性が低

い
研修内容や活動状況について、市として広くPRする必要がある。 あり

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である

技能研修を行う上では、造船業に携わってきたIHIグループ関連企業で
構成される当協議会と市、相生商工会議所が連携して取り組むことが
最適である。

なし

改革・改善プラン
達成度

C：改革改善効
果が低い

会員外企業からも積極的に受講者を募集し、協議会の研修内容に対
して理解を深めることで、会員数の増加に繋げ、協議会活動の充実を
図る。

あり

妥当性
B：比較的妥当で

ある
相生市の基幹産業の技術を次世代へ引き継ぐことは、労働者の育成・
雇用の確保を行う点からも妥当である。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある
造船技術の継承は、相生市の基幹産業の担い手育成や雇用機会の
創出を図る上で有効である。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 2,640.4706

令和6年度
単年度計画値 1,571.08 1,641.28 1,641.28 1,641.28

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 受講者１人辺りフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - 28.57% - -

0
前年比 - - - - - -

単年度実績値 2 0 0

令和6年度
単年度計画値 7 7 7 7

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 市制度融資利用件数

1,401,173
事業費計－特定財源 154,743 1,200,000 1,200,000 1,200,000

フルコスト－特定財源 334,518 1,401,173 1,401,173

0 0 0
その他 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0

市債 0

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

1,401,173

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 334,518 1,401,173 1,401,173

201,173

事業費計 154,743 1,200,000 1,200,000 1,200,000

人件費計 179,775 201,173 201,173

0.024
会計年度任用職員数 0.012 0.012 0.012 0.012
正規職員数 0.024 0.024 0.024

令和元年度決算 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 令和5年度 令和6年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市中小企業小額資金融資要綱、相生市中小企業小額資金融資保証料補助金交付要綱

実施の概要
　市制度融資事務として、信用保証協会との保証契約事務、金融機関との覚書の締結、融資申込受付、
融資のあっせんを行い、信用保証料の助成として、融資機関５年以内、融資金額１,０００万円を限度に借
入れた際に必要となる保証料について、１５万円を限度（５年間のうち）に助成する。

対象 市内中小企業者

目的
　信用保証料を助成することにより、中小企業者の借入に係る負担を軽減し、当該融資の利用を促すこと
で、経営の円滑化を図る。

部名 市民生活部 課名 地域振興課
事業の開始 昭和54年度 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 活気のあるまちづくり
基本施策 まちのにぎわいの創出 取り組み事項 商工業の活性化を図る

                 事務事業評価シート 年度

3１．基本情報
事業番号 040203020010 事務事業名 中小企業小額資金融資事業



所見
コロナ禍においては利用ニーズは低い状況であるが、本融資はコロナの影響によらず利用可能
であることから、継続して実施する。

所見
コロナ禍においては国や県の有利な融資制度があることから本制度のニーズは低いが、長引く景
気の低迷により苦しい立場にある市内中小企業者への支援制度として継続して実施する必要が
ある。

休止・廃止となったときの
影響

中小企業者の資金繰りが苦しくなり、経営の継続に支障をきたす。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

本制度以外にも、国や県の事業者支援策について、市内金融機関の
融資担当者と情報交換を行い、事業者に対して情報提供を行ってい
る。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
市内金融機関と連携し、本制度のみならず、国や県の融資制度の周
知と活用を図っている。

なし

改革・改善プラン
達成度

C：改革改善効
果が低い

コロナ禍においては国や県において有利な融資制度が創設されてお
り、本制度の活用は少ない。

あり

妥当性
B：比較的妥当で

ある

新型コロナウイルス感染症支援策として、国や県において中小企業者
に対して有利な融資制度が創設されており、コロナ禍においては本制
度のニーズはあまり高くはない。しかし、本制度はコロナの影響によら
ず苦しい状況にある事業に対して、資金調達の負担軽減として有効で
ある。

なし

有効性
B：比較的有効で

ある

市内の経済活性化は市の行政に直結し、市民生活の向上に繋がるた
め、コロナ禍においては国・県の有利な融資制度について事業者に周
知するよう努めている。

なし

0

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 89,887 0 0

令和6年度
単年度計画値 25,682 0 28,739 28,739

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（２）コスト指標

指標名１ 利用１件辺り直接人件費
単位


